キャッシュ・フォー・ワークとワークフェア
－気仙沼市の事例をもとに－

　小林 勇人（日本学術振興会）
１．はじめに
2011年3月11日に生じた「東北地方太平洋沖地震」（M9.0）によって「東日本大震災」が引き起こされ，死者および行方不明者を合わせて約2万人，負傷者約6千人，建物については全壊が約12万9千戸，半壊が約25万6千戸，という大規模な被害が発生した．本報告では，気仙沼市の事例をもとに，震災からの復興支援で注目されているキャッシュ・フォー・ワーク（Cash for work: CFW）を，ワークフェアと比較しながら考察することによって，復興支援が抱える課題を明らかにする（注）．
２．CFWの概要

CFWとは「労働対価による支援」と訳され，「自然災害や紛争などの被災地において，その復旧・復興のために被災者自身が自ら働いて関与し，その労働に対して対価が支払われることで，被災者の生活を支援する手法」を意味する（永松2011: 6）．日本でCFWは今回の震災以前はほとんど知られていなかったが，今回の復興支援においてその活用が注目されている．震災後CFW実現のためにCFW-Japanを設立した永松のアイディアが，政府の雇用対策に反映されたといわれる一方で，国際ボランティアセンター山形（International Volunteer Center Yamagata: IVY）のような民間組織によって実施されたプロジェクトが，新聞や雑誌などで取り上げられ，CFWは知名度を上げている．
永松によればCFWの骨子として，第一に，平常の経済活動が被災地で再開するまでのつなぎのプロジェクトであり，第二に，対象者は労働に耐えうる健康な男女であり，第三に，被災者に労働を強要するものではない，第四に，被災地におけるボランティアなどによる無償労働のすべてを有償労働に切り替えるものではない，第五に，対象職種を肉体労働に限定せず幅広く捉えサービス業務にも拡大する，第六に，共通の調整機関を市町村ごとに設置する，ことが挙げられている（永松2011: 48-51）．
３．CFWと雇用保険
　CFWでは対象者が「CFW以外に生計手段を持たない人々」に限定されているため，雇用保険の受給者はCFWに参加できない．そのため，雇用保険に加入できない農業や漁業，商店主といった自営業者，あるいは労働時間や雇用見込み期間など雇用保険の加入条件を満たせない請負やアルバイトなど不安定な労働者だった者が，CFWに参加しているといわれる．加えて，震災前に失業状態にあった者も，CFWに参加していることが予想される．
他方で，雇用保険で給付される求職者給付の給付期間は，短い者で3ヶ月である．今回の震災による離職者に対しては，給付期間が60日分の延長と60日分の再延長が行われた．特に雇用情勢が厳しく就職が困難な地域として，被災3県（岩手・宮城・福島）の沿岸地域などが指定され，指定地域に居住する求職者の給付期間は，さらに90日分再々延長が行われた．しかし，その後の延長はなく，2012年1月12日以降，順次受給期限を迎える者が生じている．
　多くの被災者が被災前のもとの仕事に就くことを望むのに対して，被災地の産業再生には長期の期間が必要とされるなかで，雇用保険の受給期限を迎えた者がCFWに参加することが予想される．
４．気仙沼市の事例
４－１．気仙沼市の雇用状況の概要
宮城県気仙沼市の経済の中心は漁業・水産加工業とその関連産業であるが，これらは相互に密接に関連しているため，産業再生にはこれらの産業が同時に復興することが不可欠である．そのため復興には長期の期間を必要とするが，雇用保険の受給期限後に市外に人材が流出することが懸念され，2012年3月までの復興が目指された（気仙沼市震災復興市民委員会2011）．
気仙沼市の有効求人倍率は，震災前に急減した後，徐々に回復し，2012年の2月には震災前の水準まで回復した．しかし，同年2月の同市における求人・ 求職状況は，「建築・土木技術者等」の求人が多いのに対して，多くの求職者は「製造の職業」（「食料品」）等を求めており，雇用のミスマッチ問題が生じている．ちなみに宮城県の最低賃金（2011年10月以降）は675円であり，2012年2月の気仙沼市の求人平均賃金(常用：パートタイム)は，職業合計平均で時給803円，「食料品製造の職業」で時給733円である（宮城労働局2012）．
４－２．国際ボランティアセンター山形
　IVYによって2011年4月から実施されたCFWの典型例ともいわれるプロジェクトは，「被災者自身がガレキ撤去やヘドロ除去等，被災地で需要のある様々な仕事を請け負い，センターに寄せられた寄付金から賃金を得るというもの」であり，被災者の再就職のための支援も兼ねた．気仙沼市のプロジェクトは，時給750円，1日8時間，週5日の雇用形態であり，2011年度で終了した．
４－３．気仙沼復興協会

　気仙沼復興協会は，震災によって仕事を失った者に仕事を確保し雇用を促進することと，被災者自身の手により普及・復興を行うことを目的として，被災者自身によって設立された一般社団法人である．同協会は，被災者を雇って市から委託され事業を行うが，事業内容は，清掃事業・写真救済事業・福祉事業・団体ボランティア受入事業である．雇用形態は，時給800円～900円，8時間，平日5日間である．当初は登録制で面接はなかったが，2011年6月以降は民間の人材派遣会社と連携し面接が行われている．2012年度もプロジェクトは継続される予定である．
５．CFWとワークフェア
CFWには，労働能力の高い者ほど早期に労働市場に復帰する一方で，労働能力の低い者がCFWに「依存」するという問題点がある．この「依存」問題を防ぐために，賃金水準が市場の水準より低く抑えられる．しかし，経済が再生するまでに長期の期間を必要とすることに加えて，労働能力の低い被災者に対する支援を考えるならば，雇用の確保だけでは不十分であり，長期的な所得保障が重要となる．
長期的な所得保障として生活保護が挙げられるが，被災者が生活保護を利用するには様々な困難があるうえに，生活保護改革の議論は，震災前後を通じて，就労可能な受給者に労働を義務付けるというワークフェア的な方向で進展している．所得保障が不十分であれば，CFWはワークフェア的なものに後退してしまう可能性があり，所得保障を拡充することが震災の前後に一貫する課題である．
（注）気仙沼市の事例は，2012年3月19日に村上慎司（立命館大学）の協力を得てIVYと気仙沼復興協会で行った視察に基づく．話を聞かせて頂いた両事務所のスタッフ・CFW参加者の方々に深く感謝する．
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